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（検討にあたっての留意点）

 浦安の地盤特性や土地利用形態を踏まえた実施可能な工法と対策効果の検討

 行政・住民の役割分担や費用負担（特に宅地の液状化対策に対する個人の費用
負担）の検討

 関係者の合意形成が必要

道路・宅地の一体的な
液状化対策工法の比較検討

（検討の対象とした工法）

Ａ 案 ：杭状改良工法

Ｂ 案 ：静的圧入締固め工法

Ｃ 案 ：格子状改良工法（深層混合処理工法）

Ｄ 案 ： 同 （高圧噴射撹拌工法）

Ｅ 案 ：地下水位低下工法

その他 ：住宅の建替時に、個別に対策を実施

 戸建住宅地区において、道路と隣接宅地（既存戸建住宅）を
一体的に液状化対策を行う場合の工法を検討

補足資料‐０２
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工法の比較結果

※一戸当たりの負担額は概算額である。
地盤特性や施工方法、官民の負担区分を検討する必要があり、その結果によっては大きく異なる場合がある

案 評価取りまとめ
A 案
杭状改良工法

・建物直下の施工時に床の開口、補修工事が必要
・１戸当たり20～30百万円程度の高額な費用負担

B 案
静的圧入締固め工法

・細粒分の多い地盤の締固め効果について要検討
・建物直下の施工時に床の開口、補修工事が必要
・１戸当たり15～20百万円程度の高額な費用負担

C 案
格子状改良工法
（深層混合処理工法）

・戸建住宅への適用例が無く、格子間隔について要検討
・宅地内での施工可能な小型機械の開発が必要
・１戸当たり7～10百万円程度の高額な費用負担

D 案
格子状改良工法
（高圧噴射撹拌工法）

・戸建住宅への対策としては技術開発の途中段階
・１戸当たり4～8百万円程度の高額な費用負担

E 案
地下水位低下工法

・液状化防止効果や地盤沈下等への影響、ポンプ、止水壁
の設置等について詳細な検討が必要
・１戸当たり初期費用は安価だが維持管理費用が必要

その他
住宅建替時に対応

・価格、効果を勘案して、所有者の事情に応じた工法の選択
が可能だが、地域全体の一体的な対策が困難
・１戸当たり5～10百万円程度の費用負担3～5
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【Ａ案】 杭状改良工法 ①

（概要）

セメント系固化材を用いて建築物直下の地盤を杭状に改良し、建
築物を直接支えることにより液状化による沈下を防止する
道路部については、セメント系固化材を道路直下の表層地盤を盤
状に固化することにより、液状化防止・軽減を図る

【道路部】
浅層混合処理工法
（セメント系固化剤）により
表層を盤状に固化

街区平面図 街区断面図

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。

【宅地部】
高圧噴射撹拌工法
（セメント系固化剤）により
非液状化層まで改良
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（特徴・課題）

・非液状化層まで地盤改良を行う必要があるため、コストが割高

・小型機械により住宅屋内での施工が可能であるが、複数個所で
床の開口と補修工事が必要

（費用負担）

・宅地内の対策費用は個人負担となり、

高額（約20～30百万円／戸程度）

【Ａ案】 杭状改良工法 ②

高さ1.4ｍの小型機械により室内での
施工が可能

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。
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【B案】 静的圧入締固め工法 ①

（概要）

建築物直下の地盤にモルタルを注入して地盤を締固め、液状化を
防止・軽減する工法
道路部については、セメント系固化材を道路直下の表層地盤を盤
状に固化することにより、液状化防止・軽減を図る

【道路部】
浅層混合処理工法
（セメント系固化剤）により
表層を盤状に固化

街区平面図 街区断面図

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。

【宅地部】
静的圧入工法
（モルタル）により非液状
化層まで改良
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（特徴・課題）

・細粒分の多い浦安の地盤の締固め効果について検討が必要
液状化層を効率的に締固めることができれば、コスト低減が可能

・小型機械により住宅屋内での施工が可能であるが、複数個所で
床の開口と補修工事が必要

（費用負担）

・宅地内の対策費用は個人負担となり、

高額（約15～20百万円／戸程度）

【B案】 静的圧入締固め工法 ②

静的圧入工法の工法概念図

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。
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【C案】 格子状改良工法 ①
（深層混合処理工法）

（概要）

地盤にセメント系固化材を混合させて、道路と宅地の境界及び宅地
相互の境界の地中に、格子状に強固な連続壁を造成することによ
り、地盤のせん断変形を抑えて液状化の防止・軽減を図る工法

【道路部】
道路と宅地の境界、および道路に、
セメント系固化剤を混合させて、
強固な格子状連続地中壁を造成

街区平面図 街区断面図

連続地中壁の
イメージ

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。

【宅地部】
宅地と宅地の境界に、
強固な連続地中壁を造
成
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（特徴・課題）

・戸建住宅の液状化防止工法として適用例がない

・対策効果を発揮するための格子間隔の精査が必要

・大型攪拌機を用いて地中壁を造成するため、宅地相互の境界で
施工するには小型機械の開発が必要

・道路や宅地境界線での施工が必要なため、外構（塀、植栽）やラ
イフラインの撤去・再設置工事を伴う

（費用負担）

・宅地内の対策費用は個人負担となる

（約7～10百万円／戸程度）

【C案】 格子状改良工法 ②
（深層混合処理工法）

格子状改良工法（深層混合処理工法）
の工法概念図

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。
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【D案】 格子状改良工法 ①
（高圧噴射撹拌工法）

（概要）

小型機械を用いて、地中に挿入した特殊なパイプからセメント系固
化材を場所を限定して高圧で噴射し、液状化地盤と混合撹拌する
ことで高強度の扇状の壁を造成し、これらの地中壁を格子状に構
築することによって液状化防止・軽減を図る工法

【道路部】
セメント系固化剤を混合させて、
強固な格子状連続地中壁を造成

街区平面図 街区断面図
【宅地部】
宅地と宅地の境界から、強固な
連続地中壁と建物を支持するバ
ットレスを造成

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。
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（特徴・課題）

・壁を格子状に組み合わせた施工事例がない

液状化抑制のための改良体強度の評価や壁厚の検討、格子間
隔の精査など、技術開発の途中段階

・小型の機械を用いるが、宅地相互の境界スペースが狭い場合、
施工が困難な場合がある

・道路や宅地境界線での施工が必要なため、外構やライフラインの
工事を伴う場合がある

（費用負担）

・宅地内の対策費用は個人負担となる

（約4～8百万円／戸程度）

【D案】 格子状改良工法 ②
（高圧噴射撹拌工法）

格子状改良工法（高圧噴射撹拌工法）
の工法概念図

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。
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【E案】 地下水位低下工法 ①

（概 要）

道路直下と宅地地盤内に排水管を敷設して、地下水位を下げるこ
とにより、地盤の液状化強度を増加させて被害を軽減する工法

地下水位を一定に保つため、ポンプ施設と止水壁が必要な場合が
ある

【宅地部】
宅地の地下水を低下するた
め、排水管（枝管）を敷設。
配置間隔の検討が必要

【道路部】
道路直下に排水管（本管）
を敷設して、地下水を排水

街区平面図 街区断面図
排水管
（本管）

排水管
（枝管）

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・
ホームページより転載させて頂きました。
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（特徴・課題）

・地下水位低下量と液状化軽減効果について検討が必要

・地盤沈下が発生する可能性が高く、建築物の不同沈下や段差の
発生、ライフライン切断対策等の検討が必要

・浦安は地盤標高が低いため、地下水位低下深度によってはポン
プ施設が不可欠となり、維持管理経費が必要

・海水浸透対策のため止水壁の設置が必要となるケースも有り

（費用負担）

・初期費用は比較的安価だと考えられるが、地盤沈下対策によるコ
スト増やポンプ施設の維持管理経費などの詳細な検討が必要

【E案】 地下水位低下工法 ②
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【その他】 住宅の建替時に対策を実施
（柱状改良工法）①

（概要）

支持層まで地盤を掘削した後、セメント系固化材と土砂を混合して
地中に複数本の強固な柱を造成することによって、液状化による建
物の沈下を防止する工法（柱状改良工法）

住宅の建替時に各々の所有者の事情に応じて対策を実施

液状化対策の一例 柱状改良工事のイメージ

直径60ｃｍ程度の
改良柱

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。
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（特徴・課題）

・地震時に柱状改良体に必要となる強度の検討が必要

・支持層が深い場合に施工することができる機械の開発が必要

・住宅建替時に対策を行うまでの間、再液状化に備えて、例えば傾
斜復旧工事の際に再度の傾斜復旧が簡易に行えるようにしておく
などの工夫が必要

（費用負担）

・建物の構造などによって
幅がある

（約３～５百万円／戸程度） 液状化対策の一例 柱状改良工事のイメージ

【その他】 住宅の建替時に対策を実施
（柱状改良工法）②

※一部の図、写真は、民間企業のパンフレット・ホームページより転載させて頂きました。
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1.技術開発の状況、住宅所有者の費用負担などの観点から、道路
と宅地の一体的な対策工法として、実現可能性がある工法として
「地下水位低下工法」が挙げられる。

2.「地下水位低下工法」も、液状化防止効果や地下水位の低下に
よる地盤沈下の問題、ポンプ施設や止水壁の設置など技術的な
課題や維持管理コスト・施設更新コストの検討など、詳細な検討
が必要である。

3.実現可能性調査を実施し、その結果を踏まえ、事業に伴うリスク
や費用負担について地域住民と意見交換を行いながら事業の実
施について慎重に判断する必要がある。

4.住宅建替時に、所有者の実情に応じて対策効果や価格を勘案し
たうえで、柱状改良工法などの液状化対策工法を選択、実施す
ることも現実的な対策として考えておく必要がある。

道路・宅地の一体的な
液状化対策工法のまとめ



16

今後の対応

 「地下水位低下工法」

・国の3次補正予算を活用して、課題やコスト検討のた
めの実現可能性調査の実施を検討中

 その他の工法

・戸建住宅の建替時に、「柱状改良工法」などによる液
状化対策の実施に関して、施工機械の開発の可能
性などについて検討


